
第21回 がん対策推進協議会
座 席 表

日時 :平成23年 6月 29日 (水 )10:00～ 13:00
場所 :東海大学校友会館 富士の間 (東京都千代田区霞が関3-25霞ヶ関ビル35階 )
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日 日寺 :平成 23年 6月 29日 (水 )

10:00へ 1́3:Oo

場  所 :東海大学校友会館  富士の間

議 事 次 第

1 開   会

2 議  題
(1)が ん対策推進基本計画の経緯 と進捗等について
(2)各 専門委員会からの報告
(3)が ん診療連携拠点病院等の今後の役割等について
(4)が ん患者 に対する支援や情報提供 の今後 のあ り方等 につい

て

(5)そ の他

【資  料】
資料 1 がん対策推進協議会委員名簿
資料 2 がん対策推進基本計画の経緯 と進捗等について
資料 3 がん対策推進協議会において検討する分野 (概 要 )
資料 4 がん対策推進協議会において検討する分野 (詳細 )
資料 5 各専門委員会からの報告について
資料 6 がん診療連携拠点病院等の今後の役害1等について
資料 7 がん患者に対する支援や情報提供の今後のあ り方等について

(案 )

門田会長提出資料  がん対策推進基本計画の変更に係る協議スケジュール
(案 )

松本委員提出資料 平成 22年度がん対策評価・分析事業
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がん対策推進協議会委員名簿

資 料 1

平成23年 5月 25日

氏名 所属口役職

鰯 邸
ナ
特定非営利活動法人グループ・ネクサス理事長

うえだ りゅうぞう
上田 龍三 名古屋市病院局長

えぐち けんじ
江口 研二 帝京大学医学部内科学講座教授

かやま たかまさ

嘉山 孝正 独立行政法人国立がん研究センター理事長

かわごえ  こう
川越  厚 医療法人社団パリアンクリニック川越院長
きたおか く み
北岡 公美 兵庫県洲本市健康福祉部健康増進課保健指導係

錦:茉設 福岡大学医学部腫瘍・血液口感染症内科学教授
なかがわ けいいち

中川 恵一 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

神奈川県保健福祉局保健医療部長
なかざわ あきのリ

中沢 明紀

の だ てつお
野田 哲生 公益財団法人がん研究会がん研究所所長

はない み き
花井 美紀 特定非営利活動法人ミーネット理事長

じゅんいち

純―
』
原 大阪市立総合医療センター副院長

凝穀 t月「ち 社団法人日本医師会常任理事

本田 麻由美 読売新聞社会保障部記者

まえかわ

前川
区
去日
特定非営利活動法人周南いのちを考える会代表

まえはら

前原
に彦
れ
喜
九州大学大学院医学研究院
外科学講座消化器・総合外科学分野 (第二外科)教授

籠 彗事 特定非営利活動法人パンキャンジャパン理事
まつづき

松月 みどり 公益社団法人日本看護協会常任理事

まつもと

松本 〓際
特定非営利活動法人愛媛がんサポートおれんじの会理事長

もんでん もりと

門田 守人 国立大学法人大阪大学理事・目1学長◎

(50音順、敬称略)



がん対策推進基本計画の
経緯と進捗等について

厚生労働省

6.がんの早期彙見

☆ 力ぐん検診の受診率について、
50%以上【5年以内】



【目標①】

【進捗①】

全体目標に対する進捗状況
がんによる死亡者数の減少
(10年間でがんの年齢調整死亡率 (75歳未満)の20%減少
9501924
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【目標②】全てのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上
【進捗②】
厚生労働省研究班において、がん患者ががん医療を患者の視点で評価する指
標を開発
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“

固別目標)がん医療①
【放射線療法及びイヒ学療法の推進並びに医療従事者の育成】
【個別目標】
。すべての拠点病院において、平成19年度から5年以内に、放射線療法及び外来化
学療法を実施できる体制を整備 (①②)
。拠点病院のうち、少なくとも都道府県がん診療連携拠点病院及び特定機能病院に
おいて、5年以内に、放射線療法音[門及び化学療法部門を設置 (③④)

_    I_ 〕卜、、_T



“

固別目標)がん医療①
射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成】

①承認申請の時期の差 (申請ラグ)15年
②申請から承認までの審査に要する期間の差
(審査ラ勿 o7年
③総計 22年

※申請ラグについては、当該年度に国内に承認申請された新豪について、申謂企業への調査結果に基づき、米国における申:18さ期との差の中央値を試算。
審査ラグについては、米国食品医薬品庁(FDAlが公表しているデータに基づき、日米における新薬の綺雷査機関の中央値の差を試算。

放

米国と我が国における新薬の上市期間の差をもってド
ラッグラグを試算※
①承認申請の時期の差 (申請ラグ)12年
②申請から承認までの審査に要する期間の差
(審査ラ勁  12年
③総計 24年

【個別目標】

・抗がん剤等の医薬品については、「革新的医薬品 。医療機器創出のための 5か年
戦略」に基づき、 5年以内に、新薬の上市までの期間を2.5年 短縮

“

固別目標)がん医療②
【緩和ケア】

■たI1111搬貸墨セ :1螢漣 i■ |

①開催指針に準拠した緩和ケア研修会の終了者数
0人 (H193末現在)

②国立がんセンター及び日本緩和医療学会が開催す
る「緩和ケア指導者研修会」及び「精神腫瘍学指
導者研修会」の修了者数 :0人 (H193末現在)
③緩矛0ケアチームを設置している医療機関数
326病院 (H195)

11111111,1,11:|:111'1■ iす■1,11111■‐
①同左 (H223末現在)
11,254A

②同左 (H225末現在)
緩和ケアお導者研修会の修了者数 :836人
精神腫瘍学指導者研修会の修了者数 :445人

③曰左 (H20年度医療施設調査)
612病院

【個別目標】
・平成 19年度から 10年以内に、すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、
緩和ケアについての基本的な知識を習得 (運用上 5年以内)
。原貝」として全国すべての2次医療圏において、 5年以内に、緩和ケアの知識及び
技能を習得している医師数を1曽カロ。
・緩和ケアに関する専門的な知識及び技能を有する緩和ケアチームを設置している
拠点病院等がん診療を行つている医療機関を複数箇所整備。



(個別目標)がん医療③
【在宅医療】

:[ 11‐ 1 '   ‐.

同左
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【1固別目標】
・科学的根拠に基づいて作成可能なすべてのがんの種類についての診療ガイドライ
ンを作成するとともに、必要に応じて更新していく

|:i:1:11■1‐:IIII
診療ガイトライン作成数
15種類

【個別目標】
0がん患者の意向を踏まえ、
1曽力0

(なお、日標については、

住み慣れた家庭や地域での療養を選択できる患者数の

がん患者の在宅での死亡害」合を参考指標として用いる)

| 
′ i:「
Ⅲ i llli l

がん患者の在宅での死亡割合
自宅 :57%
老人ホーム :05%
介護老人保健施設 :01%

自宅 :73%
老人ホーム :08%
介護者人保健施設 :02%

(個別目標)がん医療④
【診療ガイドラインの作成】
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“

固別目標)医療機関の整備等

(377病院/349医療圏 )

同左※

5が麓てお7%0ワ375鰤
°現ω

-3Bのがん :264%(375病 院)

==11‐

|■|まr常:生,ご:癬1111‐ :|:|ll11111‐
2次医
琴孵 震艦 銘 彬

備率H193つ

(H」 94)

錮 別目標】
。原則として全国すべての2次医療圏において、平成 19年度から3年以内に、お
おむね 1か所程度拠点病院を整備
・ 5年以内に、我が国に多いがん (肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び享Lがん
をいう。以下同じ。)に関する地i或連携クリティカルバスを整備

我が国に多しヽがんにつしヽて、平成23年 10月までに、

(個別目標)がん医療に関する相談支援及び情報提供

【個別目標〕
・原貝」として全国すべての2次医療圏に、相談支援センターを概ね 1か所程度整備 (3年以内)

:』

]:5誓首信言醤濠雲![昴[[』:[[橿
嘉2謄席轡[三ヒ[堰詮冒重襲昇」35サ?L
うに、すべてのがん患者及びその家族が入手できる

ようにすること
・拠点病院における診療実績、専P目的にがん診療を行う医師及び臨床試験の実施状況に関する情
報等を更に充実させる

研修を修了した相談員を設置しているセンター数 (H194現在)
0%(39/286施設)

がん情報センターのパンフレットの種類
4種類

公開して
場桑巽
点病院の診療実績等の項目数 (H194)

同左 (H224)
1088%(377病院/349医療圏)

同左 (H219現在)
100%(377/377施設)

同左 (H223)
46種類

同左 (H204)
130項目

-10-



(個別目標)がん登録

【個別目標】
・院内がん登録を実施している医療機関数を増加
・全拠点病院における院内がん登録の実施状況 (診断から5年以内の登録症例の予後の判明状
況等)を把握し、その状況を改善
・全拠点病院で、がん登録の実務を担う者が賭要な研修を受講 (5年以内)
・がん登録に対する国民の認知度調査を行うとともに、がん登録の在り方について更なる検討
を行い、その課題及び対応策を取りまとめる

● :■11榊轍喜 iⅢl■ 1■ |
:     ■:

院内がん登録を実施している医療機関数
拠点病院 :242施設

(H198)

外
=β

照会を含めた予後調査の非実施率 (H198)
741%

研修修了者を配置している拠点病院数 (H203)
554%(148/267施 設)

がん登録について〔ょく知つてしヽる][言葉だけはXIlっている]と答えた者 (H199)
134%

|11‐ 111■
11:|■ '|・

同左 (H2112)
366施設

同左 (H2112)
741%

同左 (H224)
100%(377/377施設)

同左 (H219)
136%
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(個別目標)がんの予防

【個別目標】
。すべての国民が喫煙の及ぼす健康影響について十分に認識する
。適切な受動喫煙防止対策を実施する
。未成年者の喫煙率を平成19年度から3年以内に0%とする
。禁煙支援プログラムの更なる普及を図りつつ、禁煙支援を行っていく

II:ifl■1111i‐  `            |・ ‐・
‐                               :'●  1 ■

喫煙が及ぼす健康影響に関する十分な知識の普及   同左
(H15国民健康・栄震調査)
肺がん :875%

未成年者の喫煙 (H16厚生労働科学研究)
中学1年 (男性):32%
高校3年 (男性):217%
中学1年 (女性):24%
高校3年 (女性):97%

【たばこ対策】

(H20国民健康 栄養調査)
肺がん :875%

同左 (H20厚生労働科学研究)
中学1年 (男性):15%
高校3年 (男性)1128%
中学1年 (女性):11%
高校3年 (女性):53%
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【個別目標】
・がん検診の受診率について、平成 1
検診、大腸がん検診等)とする

9年度から5年以内に、50%以 上 (享tがん

男性

胃がん

1市がん
大腸がん

女性

胃がん

肺がん
大腸がん
子宮がん
子Lがん

:276%
:16_7%
:222%

:224%
:135%
:185%
:208%
:198%

男性

胃がん

8市がん

大腸がん
女性

胃がん
肺がん

大腸がん
子宮がん

乳がん

:325%
:257%
:275%

:253%
:211%
:227%
:213%
:203%

同左 (平成22年度)
厚生労働省 :

文部科学省 :

経済産業省 :

平成22年国民生活基礎調査
平成23年調査

61億円
152億円
71億円
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“

固別目標)がん研究

研究費関連予算 (平成18年度)
厚生労働省 : 83億円
文部科学省 :151億円
経済産業省 : 98億円

【個別目標】
・がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療
養生活の質の維持向上を実現するためのがん対策に資する研究をよリー層推進



都道府県がん対策推進計画策定1
(平成21年 11月 30日 現在 )

|

2

3

4

5

6

-15さ
がん対策推進基本計画においては、平成19年度中作成が望ましいとされた

がん対策推進基本計 変更等に係る検討の進め方について(案 )

基本計画の策定

平成19年施行されたがん対策基本法(以下「基本法」という。)に基づき、政府は、がん対策の総合的
かつ計画的な推進を図るため、平成19年度から平成23年度までの5年間を対象とした「がん対策推
進基本計画」(以下「基本計画」という。)を作成し、平成19年6月 に閣議決定した。基本計画は、がん
対策の基本的方向性について定めるとともに、都道府県がん対策推進計画の基本となるものである。
基本計画作成にあたっては、基本法第9条第4項に基づき、がん対策推進協議会の意見を聴いた。
(参考) 平成19年4月     第1回がん対策推進協議会   会長選任、協議会の運営について等

平成19年5月

第2回がん対策推進協議会   基本計画のイメージ等
第3回がん対策推進協議会   重点事項等
第4回がん対策推進協議会   事務局案等
第5回がん対策推進協議会   パブコメ結果等
がん対策推進基本計画策定・閣議決定平成19年 6月

※ がん対策推進協議会設置前に、がん対策の推進に関する意見交換会を5回開催し、患者団体や学会等からのヒアリングを実施

中間報告

その後、基本計画の進捗状況を把握することが極めて重要との考えから、がん対策推進協議会の意
見を聴きながら検討し、平成22年 6月 、基本計画の中間報告を行つた。

中間報告には、基本計画の見直しに係る提案意見も記され、次期基本計画を作成する際の論点とす
ることとされている。                               16
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北 海 :道     済    平成20年 3月      25    滋  賀  県    済   平成20年 12月
青 森 県    済    平成20年 5月 26    京  都  府    済   平成20年 3月
岩 手 県    済    平成20年 3月 27    大  阪  府    済   平成20年 8月
宮 城 県    済    平成20年 3月秋 田 県    済    平成20年 4月           日J]IJ詈||』LI       淫聞旨晶呂霞識
山 形 県    済    平成20年 3月 30    和 歌 山 県    済   平成20年 3月
13 島 県    済    平成?0年 3月       31    鳥  取  県    済   平成20年 4月
茨 城 県    済1   1平 成20年 3月 32    島  根  県    済   平成20年 3月
栃 本 県    、減_   Ⅲ晟20年 3月 33    岡  山  県    済   平成21年 2月
群 鳥 県    済    幸晟20年 1月       34    広  島  県    済   平成20年 3月
場 玉 県    済    平成20年 3月       35    山  口  県    済   平成20年 3月
千 葉 県    済    平成20年 3月       36    徳  島  県    済   平成20年 3月
東 京 都    済    平成20年 3月 37    香  川  県    済   平成20年 3月
ネ申奈 川1県    済    平成20年 3月 38    愛  媛  県    済   平成20年 3月
新 溜 県    済    平成20年 7月     1 391   高  知  県   |ヽ済   平成2Q年 3月
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3.基本計画の変更
●基本法第9条第7項に基づき、平成22年 11月 より、平成24年度以降の基本計画の変更についての議論を
開始した。

●特に専門的な知見が必要な、緩和ケア、小児がん及びがん研究分野については、専門委員会を設置した。

・
喜夕)籾 観 鮮 蠣 翠 鄭 裏 ⑪ 響 封

紡 願 びがん患者の支援・情報提供分剛 こ飢 てヽ

H ll月  第15回がん対策推進協議会   ・変更に係る論点等
22 12月
 第16回がん対策推進協議会   ・専門委員会の設置

・がん診療連携拠点病院についての集中審議1等
・緩和ケアの今度の検討課題について等

・小児がんの今後の検討課題について等

・がん研究の今後の検討課題について等

・
[夕謝 書讐貴雪曇舅鷲置露轟 佐々木参考人、
静岡がんセンター 山口参考人

2月   第2回小児がん専門委員会  ・4ヽ児がんの診療体制について 等
ヒアリング:大阪市立総合医療センター
のぞみ法律事務所 増子参考人

第2回がん研究専門委員会  ・がん研究の支援体制について 等
第2回緩和ケア専門委員会  ・緩和ケア研修について 等

ヒアリング:筑波大学 木澤参考人

3月  第18回がん対策推進協議会   ,患者支援・情報提供についての集中審議 等
ヒアリング:高知県 浅野参考人、
国立がん研究センター 加藤参考人、若尾参考人

第3回がん研究専門委員会  ,創業研究について

第19回がん対策推進協議会   ・専門委員会中間報告
-17-

H  l月    第1回緩和ケア専門委員会
23

第 1回小児がん専門委員会

第1回がん研究専門委員会

第17回がん対策推進協議会

多田羅参考人、

○ 平成23年夏～秋頃までに、基本計画に掲げられた7つの分野(がん医療、医療機関の整
備等、がん医療に関する相談支援及び情報提供、がん登録、がんの予防、がんの早期発
見、がん研究)の変更について、議論を行う。また、特に協議を深める必要のある分野につ
いては、集中審議 (ヒアリング及び討論)を行う。なお、昨年度までのがん対策推進協議会
にて、集中審議すべきとされた分野は以下のとおり。
■ がん医療 (放射線療法・化学療法の推進、ドラッグラグ等)
■ がん登録
■ がん検診・予防

■ がん対策指標 他

○ また、専門委員会の意見を、平成23年夏～秋頃までにとりまとめ、これをがん対策推進協
議会へ報告し、これを踏まえ当該分野について検討する:

○ 平成23年冬頃までに、がん対策推進協議会の意見を踏まえ、がん対策推進基本計画の変
更案を、厚生労働省において作成する。
参考 :参議院厚生労働委員会基本法附帯決議(平成18年6月 15日 )

譜品:講魂鑑棚 程讐奪11耐五L勝臓莉 通爆讐言喚雪慶糟:婚電貯
案

○ パブリックコメントの実施等を経て、平成24年度当初に基本計画の変更を閣議決定する。

※ なお、基本計画関連の予算措置事項については、適宜、本協議会において検討。   18
-lR―



がん対策推進基本計画の変更に係るスケジュール
Amendment Schedu:e of Basic Plan to Promote Cancer Contro!Programs

19
-19-

平成23年5月 25日

がん対策推進協議会

◎

-20-

天野 慎介 ァプ・ネクサス理事長
上田 龍三 名古屋市病院局長
江口 研二 帝京大学医学部内科学講座教授
嘉山 孝正 独立行政法人国立がん研究センタ三理事裏
川越 厚 医療法人社団パリアンクリニックリ‖越院長
北岡 公美 兵庫県洲本市健康福祉部健康増進課保健指導係
田村 和夫 丙科学教授
恵一中川 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長
野田 哲生 公益財団法人がん研究会がん研究所所

「
夏

花井 美紀 彗定ブト営利活動法人ミニネット理事裏
原 純一 警長
保坂 シゲリ 社団法人日本医師会常任理事
本田 麻由美 読売新聞社会保障部記者

育一則 持定非営利活動法人周南いのち空考える会代表

前原 喜彦
九州大学大学院医学研究院臓器機能医学部門
外科学講座消化器・総合外科学分野 (第二外科)教授

員島 喜幸 特定非賞利活動法人バンキャンジキパラ理事
松月 みどり 公益社団法人日本看護協会常任理事

松本 陽子 特定非営利活動法人愛媛がんサポートおれんじの会理事長
門田 守人 国立大学法人大阪大学理事・冨1学長

(50音順・敬称略)◎…・会長、O・・コ会長代理



平成23年 5月 25日

がん研究専門委員会

◎   委 員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

◎…・委員長

田
　
津

野
　
大

祖 父 江

直 江

中 西

平 岡

松 原

間 野

哲 生

敦

友 孝

知 樹

洋 一

真 寛

久 裕

博 行

公益財団法人がん研究会がん研究所所長

独立行政法人国立がん研究センター東病院
臨床開発センター長
独立行政法人国立がん研究センター
がん対策情報センターがん統計研究部長
国立大学法人名古屋大学大学院医学系研究科
病態内科学講座血液・腫瘍内科学教授
国立大学法人九州大学大学院医学研究院
臨床医学部門内科学講座呼吸器内科学分野教授
国立大学法人京都大学大学院医学研究科

雄射線医学講座放射線腫瘍学・画像応用治療学教授
国立大学法人千葉大学大学院医学研究院
先端応用外科学教授
学校法人自治医科大学医学部
ゲノム機能研究部教授

(区分別、五十音順)(敬称略 )
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平成23年5月 25日

緩和ケア専門委員会

◎   委  員

委  員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

◎・・・委員長

江

前

秋

大

志

東

丸

余

口

J:|

山

西

真

ロ

ロ

宮

研

美

秀

泰

高

ミ サ

き の

二 帝京大学医学部内科学講座教授

育 特定非営利活動法人周南いのちを考える会代表
紀 慶應義塾大学総合政策学部准教授

樹 埼玉医科大学国際医療センター精神腫瘍科教授
夫 筑波メディカルセンター病院副院長
志 藤田保健衛生大学医学部外科1緩和医療学講座教授
ヱ 独立行政法人国立がん研究センター中央病院看護部長
み 埼玉県立がんセンター緩和ケア科

(区分男1、 五十音順)(敬称略)



委  員

◎   委  員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

専門委員

◎―・委員長

俣

山

部

本

上

平成23年 5月 25日

特定非営利活動法人グループ。ネクサス理事長

大阪市立総合医療センター副院長

武蔵野大学人間関係学部社会福祉学科専任講師

国立大学法人広島大学自然科学研究支援センター長

独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター
臨床研究センター長
独立行政法人国立がん研究センター
中央病院小児腫瘍科長

小児脳腫瘍の会副代表

独立行政法人国立成育医療研究センター病院
血液腫瘍科医長

(区分別、五十音順)(敬称略)
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小児がん専門委員会

天

原

′1ヽ

檜

堀

牧

馬

森

慎 介

純  ―

智 子

英 三

敬 三

敦

祐 子

鉄
｀
也



がん対策推進協議会において検討する分野 (概要)
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第18回がん対策
推進協議会

集中審議

医療機関の整備等 第17回・第18回がん対策推進協議会集中審議



がん対策推進協議会において検討する分野 (詳細)

指標のベースラインについては、
で 合は、「OJ 又|ま

分野別施策

趾 りゝ ]平

成 19年度からであることか江 原則として①「平成 19年 4月 ,日現在」又は②「それ以前」の数値とする。以上の方針に従ってベースライン

○放射線療法、化学療頂

…
含む集学的治療の診療実績等質的評価
○現状の把握と1手来望ましい医療従事者
の推計調査
○専門性の高い人材の適正配置
○がん医療における複数科・多職種で構成
されたチーム医療体制の整備
○がん医療におけるチーム医療の実践を
可能とする研修の実施

○医師主導潜豪あ積極商導入あ積訂
~

○医師主導治験の研究費の大幅増額
○本格的第 I相多施設共同医師主導治験
(症例数は数十例から 100例規模)の実施
に係る研究費額の抜本的な拡充
○治験中核病院と文科省指定 TR病院を中
心とした医師主導治験の調整事務局の設
置

放射線 療 法

及び化学 療

法の推 進並

びに医療 従

事者の育成

ベースライン
今後の課題等に係る
がん対策推進協議会の意見

(がん対策推進基本計画中間報告書より)がん診療を行っている
医療機関が放射線療法
及び化学療法を実施で
きるようにするため、ま
ずはその先導役として、
すべての拠点病院にお
いて、放射線療法及び外
来化学療法を実施でき
る体tllを整備すること
(5年以内)

拠点病院のうち、少なく
とも都道府県がん診療
連携拠点病院及び特定
機能病院において、放射
線療法部門及び化学療
法部門を設置すること
(5年以内)

①放射線療法の実施体制を整備している拠点
病院の害り合 (リ ニアックの有無)
93  20/o (249ノ /267)

【平成¬9年 8月 現在】
(平成 19年 8月 「がん診療連携拠点病院の
現況把握について」)

②外来化学療法の実施体制を整備している拠
点病院の割合 (外来化学療法室の有無 )
94  40/0 (252/267)

【平成 19年 8月 現在】

σ萩訂薇頂菖蔀再を訂議しそ:ヽる蔀遣肩東が
ん診療連携拠点病院及び特定機能病院の害1

49 20/6 (29/59)

【平成 19年 8月 現在】
(平成 19年 8月 「がん診療連携拠点病院の
現況把握について」)

② 化学療法部門を設置している都道府県がん
診療連携拠点病院及び特定機能病院の割合
49 20/●  (29/59)

来讐I携糸昌[l最署學墨ぁ.希蒔劫あ菫を
もってドラッグ・ラグを試算※【平成 18年度】
①承認申請時期の差 (申 E青ラグ)1 2年
②承認申E青から承認までの審査に要する期間
の差 (審査ラグ)1 2年
③申請ラグと審査ラグの総計 (ドラッグ・ラ
グ)2 4年
※申請ラグについては、当該年度に国内に承
認申請された新薬について、申請企業への調
査結果に基づき、米国における申請時期との

試算。審査ラグについては、米

1000/0(388/388)

【平成 23年 4月 現在】
(現況報告書 (平成 22年 9月 9日 健総発
0901第 1号厚生労働省lE康局総務課長通
知 )

100%  (388/388)
【平成23年 4月 現在】

100%  (97ノ/97)

【平成23年 4月 現在】
(現況報告書)

100%  (97ノ/97)

I子盛 ?0年 1月ョ在】 _  _ _

【平成21年度】
①承認申請時期の差 (申睛ラグ)1 5年
②承認申請から承認までの審査に要する期間
の差 (審査ラグ)0 5年
③申請ラグと審査ラグの総計 (ドラッグ・ラ
グ)2 0年

国食品医薬品庁
―夕に基づき、

間の中央

(FDA)が 公表しているデ
日米における新薬の総審査期

なお、放射線療法及び外

来化学療法の実施件数
を集学的治療の実施状
況を評価するための参
考指標として用いるこ
ととする。

①-1(参考値)放射線療法の実施件数 (一
拠点病院あたりの 5大がんの外来・入院放射
線療法の平均実施件数 (2ヶ 月間))
502人 (267拠点病院の 2ヶ月間の 5大がん
の平均治療人数)
5484回 (267拠点病院の 2ヶ月間の 5大がん
の平均治療EOI数 )
【平成 19年 4月 ～5月 】

①-2(参 考値)全国の放射線治療の実施施
設及び治療件数
・放射線治景専任加算
438施設 【平成 19年 7月 現在】
9017回 【平成 19年 6月 】
・直線加速器による定位放射線治療
159施設 【平成 19年 7月 現在】
1361回 【平成 19年 6月 】
・強度変調放射線治療αMRT)
0施設 【平成 19年 7月 現在】
0回 【平成 19年 6月 】
(平成 20年度より保険導入)

②-1(参考値)外来化学療法の実施件数 (―
拠点病院あたりの外来化学療法加算の平均
算定件数 (2ヶ 月間))
3212件 (267拠点病院の 2ヶ 月間の平均算定
件数)

【平成 19年 4月 ～5月 】

②-2(参考値)全国の外来化学療法の実施
施設及び治療件数
・外来化学療法加算
1722施設 【平成 19年 7月現在】
91164回 【平成 19年 6月 】

323人 (388拠点病院の 4ヶ月間の 5大がん
の平均治療人数)
1,364回 (388拠 点病院の4ヶ 月間の 5大がん
の平均治療回数 )
【平成 22年 4月 ～7月 】

・放射線治療専任加算
457施設 【平成 21年 7月現在】
10869回 【平成 21年 6月 】
・直線加速器による定位放射線治療
230施設 【平成 21年 7月 現在】
590回 【平成 21年 6月】
・強度変調放射線治療 (IMRT)
63施設 【平成 21年 7月現在】
5538回 【平成 21年 6月 現在】

外来化学療法加算 1
3_4534件 (388拠 点病院の 1年間の平均算定
件数)

外来化学療法加算2
1974件 (388拠 点病院の 1年間の平均算定件
数)

【平成 21年 9月 ～平成22年 8月 】

・外来化学療法加算 1
1278施設 【平成 21年 7月 現在】
118728回 【平成 21年 6月 】

○放射線療法、化学療法、手術療法をはじ
めとする集学的治療の診療実績の1青報
提供による質的8平価の検討
○患者家族の求める診療情報や実情を反
映した診療実績の情報提供



(平成 19年 8月 「がん診療連携拠点病院の
現況把握について」)

(平成 19年社会医療診療行為別調査)
(平成 20年中医協資料)

928施設 【平成 21年 7月現在}
16896回 【平成 21年 6月 】
※看護師及び薬剤師が化学療法の経験を5年
以上有するかどうかなどにより、 1及 び 2
に区分

(現況報告書 (平 成21年 9月 1日 健総発
0901第 1号厚生労働省健康局総務課長通
知)

(平成 21年社会医療診療行為別調査)
(平成 22年中医協資料)

23.013人 (厚生労働省発行修了証書数)
【平成 23年 3月 末現在】

1.174人
「精神腫瘍学指導者研修会」修了者数 517人
【平成 23年 5月 末現在】

国2症佐
(平成20年度医療施設調査)

○がん医療に従事する医療従事者の実態
把握
○研修会の進捗内容のモニタリングや医
師の行動変容等の研修効果の評価

b蘊訂ケ亨手=去あ裏著推進  ~~~
○緩和ケアテームの薬剤師や看護師等の
医療従事者の育成

緩和ケア

壺D墜颯 (日本のモルヒネ換算消費量)
【平成21年 】

として用いることとす
る。

在宅医療

がん患者の意向を踏ま
え、住み慣れた家庭や地
域での療養を選択でき
る患者数を増加させる
こと

○ 〈参考値)がん患者の在宅での死亡割合
57%(自 宅 )
05%(老 人ホーム )
01%(介護老人保健施設 )
(平成 17年人口動態統計 )

74%(自 宅 )
09%(老人ホーム )
03%(介護老人保健施設 )
(平成 21年 人口動態統計 )

○患者の希望する療養場所の提供体制の
整備
○病院と在宅を支える医療機関の連携体
制の構築

○在宅医療の質の評1面指標の検討
○医療と介護の連携評価指1黒の検討
○在宅における緩和ケアの推進
○がん治療に係る在宅医療の推進
(地域連携クリティカルパスの整備とコ

診療 ガィ ド

ライ ンの作

成

科学的根拠に基づいて

作成可能なすべてのが

んの種類についての診

療ガイ ドラインを作成

するとともに、必要に応

じて更新 していくこと

○作成されているガイ ドライン数 15(がん
対策情報センター調べ)
【平成 19年 3月 末】

○作成されているガイ ドライン

ー
策情報センター調べ )

【平成 23年 3月 末】

○各がん種に対する診療ガィ ドラインの
把握

○ガイ ドラインを連守 し、がん治療を行う
医療機関数の把握

医療機 関の

整備等

原則 として全国すべて

の 2次医療圏において、
概ね 1箇 所程度拠点病
院を整備すること (3年
以内 )

すべての拠点病院にお

いて、5大がん (1市がん、
胃がん、肝がん、大腸が

ん、乳がん)に関する地
域連携ク リティカルバ

スを整備すること (5年
以内 )

02次医療圏に対する拠点病院の整備率
799%(286病 院/358医 療田)
【平成 19年 5月 現在】

○地域連携クリティカルバスを策定している
拠点病院の割合
21%(6/286)(5大 がんすべて)
136%(39/286)(5大 がんのうち一部のみ)
【平成 19年 5月 現在】『がん診療連携拠点
病院の現況把握について」

1112%(388病院/349医療圏)
【平成23年 4月 現在】

307%(119/388)(5大 がんすべて)
528%(205/388)(5大がんのうち一部のみ)
【平成 22年 9月 現在】

○患者満足度調査       ~~~~
○拠点病院のあり方検討
○都道府県がん診療連携拠点病院連絡協
II会 の活性化

b葉定すべぎ地域蓮窮しウ手レ万んりヽズ
のリス ト化

がん医療に

関する相談
支援及び情
報提供

原只りとし C=国 丁べて
の2次医療圏において、
相談支援センターを概
ね ¬箇所程度整備する
こと (3年以内 )
すべての相談支援セン
ターにおいて、がん対策
情報センターによる研
膠を修了した相談員を
記置すること (5年 以

02次 医療口に対する相談支援センターの整
備率
785%(281病 院/358医 療圏)
【平成 19年 5月 現在】

○がん対策情報センターによる研修を修了し
た (一部を含む)相談員を配置している拠
点病院の割合
0%
【平成 19年 4月 現在】

1112%(388病院/349医療圏)
【平成23年 4月 現在】

1009る  (388/388)

研 盛20年 4■現在】

○空白の医療圏に対する拠点病院以外の
相談支援センターに対する補助

ё箱議支頂涵罷あ尭戻度評価  ~  ~



信 蟷 琴
を配布する医療機関等
の数を増加させること。
加えて、当該バンフレッ
トや、がんの種類による
特性等も踏まえた患者
必携等に含まれる情報
をすべてのがん患者及
びその家族が入手でき
るようにすること

拠点病院における診療
実績、専門的にがん診療

::][][II[]|

0ぶ万寿葉薦覇tzジ b―あノ`しラし
'「

あ種
類 4種類
【平成 19年 4月 1日】

② (HPに掲載したなどの定性的な説明とす
る)

平成 19年 4月 2日 に4種類のパンフレットを
HPに掲載。

○がん対策情報センターにおいて情報提供し
ている拠点病院の診療実績等の項目44項
目

【平成 19年 4月 】

0がん百葉情報■,夕二あ六しフ」し「あ箱
類 46種類
【平成22年 3月】

②平成22年 3月 4日 時点に46種類のパレ
フレットをHPに掲載。

○がん対策情報センターにおいて情報提供し
ている拠点病院の診療実績等の項目 6352
項目

【平成 23年 4月 】

○思者必携修正版の完成・公表

がん登録

信 鰊 詐
況 (診断から5年以内の
登録症例の予後の半」明
状況など)を把握し、そ
の状況を改善すること
すべての拠点病院にお
いて、がん登録の実務を
担 う者が必要な研修を
受講すること (5年 以
内)

がん登録に対する国民
の認知度調査を行うと
ともに、がん登録の在り

[11か i][|

l①[:営|][:言 手

している医療機関数

※標準的な院内がん登録を実施してしヽる拠点
病院数

②外部調査を含めた予後調査の非実施率
74 1%

b懸秀野臭稽祭1ひぅ=iしょる所修を蔓藷し
たがん登録実務者を配置している拠点病院
の割合
554%(148/267)

【平成20年 3月 】
そ参著7置丁がん茎藻あ語知度     ~
134%(「よく知ってぃる」、「言葉だけは知っ
ている」と答えた者の割合)
(平成 19年 9月 世論調査)

拠点病院366施設
【平成21年 12月 】

74 1%
【平成 21年 12月 】

1000/。 (388/388)

【平成 23年 4月 】

136%(「 よく知っている」、「言葉だけは知っ
ている」と答えた者の割合)
(平成 21年 9月 世論調査)

○予後調査実施体制の構築

○研修内容の評価

と

がんの予防
煙支援 を行 つていくこ

と

健康 日本 21に 掲げら
れている「野菜の摂取量
の増加」、「 1日 の食事
において、果物類を摂取
している者の増加」及び
「脂肪エネルギー比率
の減少」

○喫煙が及ぼす健康影響についての十分な知
識の普及 (知 っている人の割合)
・肺がん 8750/o(平 成 15年国民健康・栄養調
査 )

○未成年者の喫煙率 (喫煙している人の割合 )
・男性 (中学 1年)320/0
・男性 (高校 3年)2170/O
・女性 (中学 1年)240/0
・女性 (高校 3年)97%
(平成 16年度未成年者の喫煙および飲酒行動
に関する全国調査 (平成 16年度厚生労働科学
研究))

6蘇彙あ菖最Iあ層茄 ri百あたりぁ手巧百厳
量)成人 303g
(平成 18年 国民健康・栄養調査)

01日 の食事において、果物類を摂取してい
る者の増加 (摂取している人の割合)成人
635%
(平成 16年 国民健康・栄養調査)

○脂″エネルギー比率の減少 (1日 あたりの
平均摂取比率)
・20～ 40歳代 267%
(平成 16年国民健康 ,栄養調査)

1暮
Pが
ん 875%(平 成 20年国民健康・栄養

T

・男性 (中学 1年)15%
・男性 (高校 3年 )1280/o
・女性 (中学 1年)11%
・女性 (高校 3年 )53%
(平成 20年度未成年者の喫煙・飲酒状況に関
する全国実態調査結果 (平成 20年度厚生労働
科学研究))

0野業お寝瀬百あ増茄 (iヽ あた らあ亨局要哀
量)成人 295g
(平成 21年国民健康・栄養調査 )

01日 の食事において、果物類を摂取 してい
る者の増加 (摂取 している人の割合 )成人
641%                              |

○たばこ対策の強力な推進
○喫煙の健康影響に関する国民の認識
○未成年者の禁煙対策の推進
○未成年に接する者に対する喫煙調査の
実施
○受動喫煙防止の実態把握
○禁煙や分煙対策をしている事業所、公共
の施設の実施状況について情報収集

んの 早期

見

がん検診の受診率につ

いて、欧米諸国に比べて

低いことも踏まえ、効果

○がん検診の受診率

(調査結果は平成23年度中公表)

○市町村でのがん検診受診率とともに、職
域の受診率の把握と推進
○各企業に、がん検診の正しい情報の提供



的・効率的な受診間隔や
重点的に受診勧奨すべ

き対象者を考慮しつつ、
50%以 上 (7Lがん検
診、大腸がん検診等)と
すること (5年以内)

すべての市町村におい
て、精度管理・事業評価
が実施されるとともに、
科学的根拠に基づくが
ん検診が実施されるこ

と

市町村の割合

(厚生労働科学研究の研究班調べ)
事業評価のためのチェックリス トの大項目
を8割以上実施している自治体
【平成 19年度】
胃がん :57 9%
肺がん : 50  8%
子宮がん :54 80/0
乳がん : 55  70/●

大腸がん :53 60/0

②国の指針に基づくがん検診を実施している
市町村の割合

胃がん :9970/0

子宮がん :996%
肺がん :901%
乳がん 1835%
大腸がん :989%
【平成 18年 1月 1日 】

と協力要請の実施         ~
○小中高校生に対するがん検診の普及啓
発

○女性特有のがん検診推進事業による個
人への受診勧奨とその効果に対する検討
○がん検診受診者名簿の推進と活用
○自治体や医療機関に対するがん検診受
診率向上に係る研修の実施
○がん検診ハンドブックの普及啓発

b莉草面積孤iヒ墓ちいだがん検診あ積訂
と推進

○がん検診の精度管理や費用対効果の検
討

○自治体や医療機関に対するがん検診精
度管理に係る研修の実施【平成 21年度】

胃がん 156 50/0
1市がん : 53  9%
子宮がん :56 50/0
手L/Jヾスυ: 54  40/o

大腸がん :53 5%
※なお、平成 21(2009)年 度調査では、
回答の正確性を担保する為に回答基準を平成
19(2007)年 度調査より厳 しく設定し
ており、前回調査と単純比較はできない。

胃がん :978%
子官がん 1939%
肺がん 1923%
手しがん :879%
大腸がん i978%
【平成 20年 1月 1日 】

がん研究

がんによる死亡者数の

減少、がん患者及びその

家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持

○研究関連予算額
(参考値)
83億円 (厚労省)
151億 円 (文科省)

68億円 (厚労省)
177億円 (文科省)

○各分野 (基礎 医学 、治療法、患者 支援、情

報提供等 )の 研究の進捗や、係 る費用の推移、
主要雑誌への掲載状況等 、研究内容 や進捗に

対する理解できる指標の検討

向上 を実現す るための

がん対策に資す る研究

をよ リー層推進 してい

くこと

98億円 (経産省)
【平成 18年度】

40億円 (経産省)
【平成23年度】

○基礎研究の成果を seedsと して、医薬品・

医療機器の開発を通じ、基礎と臨床の間の「死
の谷」を乗り越え、がん医療のinnovatiOnを

起こす研究・開発の強化

lヵ鐙 認

崎 載され乱 嗜 いものα 重要な視点であ吹 がん対策推進朧 にれ て 脚 あった 今後取り組むべき事項

・基本計画を、国鵬 関や縦 府県計画も参考に、政策評価のロジックモデルに基づし
fャ鰍 電 倉曇そ翌 ミ詈Fし

ては｀アウトカム評価を中心にすべきであり、アウト

∴「λ螺 ふ協靴 聾富雰ご
ウトプツトC舌動的 ←アクティビティ

・がん対策立案及びモニターのプロセスを改革すべき。
・がん対策の進捗状況を広い視点から総括する「がん対策白書」を発行すべき。

.][″貨彗泰尋:察秀辱霙舅婦1樹 [積貝事業誓Fの
コミュニケーションが未だに不足しており、地域の意見を取り入れる取組の更なる推進をすべき。

・がん検診やがん登録等を含めたがん対策全般について、国、国立がん研究センター、都道府県、市町村等の役割を明確に示すべき。

【がん医療】
・がん登録の推進に加えて、化学療法、放射線療法、手術療法及び緩和ケアの各々の診療の質を評価する指1果を開発・設定し、その一部の指標の実測を拠点病院等で試み、現状のがん医療の質の見える化及び、質向上を進めることを重点的に取り組むべき。
・1重瘍外科医の育成について検討すべき。
・がん治療に伴う医療従事者の健康被害 (抗がん剤の曝露等)の報告が複数なされているため、がん治療を行う医療従事者の確保と安全管理という視点から、がん治療に関連した医療従事者の|1康被害対策についても取り組むべき。
・がん治療の基盤は病変の正しい病理学的診断に基づいているが、その専門家である病理医は大きく不足している。この病理医の育成、拠点病院等の病理医の支援 (コ ンサルテーション等)が重要であり、取組を進めるべき。同様に放射線診断医もがん診療に重要な役割を果たしており、育成・支援の取組を進めるべき。

【がんの早期発見】
・がん検診受診率等がん対策の各種指標を適時に集計・評価し、都道府県別に公表する仕組みが必要。

【その他】
・がんの種類別に対策を推進し、我が国に多いがんのみならず、小児がん等患者数の少ないがんの対策も着実に実施すべき。
・肝がん対策を肝炎対策と連関させて推進すべき。
・療養生活の質の維持向上の観点から、がん患者の就労支援に関する取組を推進すべき。
'独立行政法人国立がん研究センターについて、患者の身体的・精神的・社会的な苦痛の軽減に向けて、基幹的な研究に取り組む組織とするなど、その在り方について検討すべ
き。
・患者が住み慣れた地域での療養を選択できるよう、「すまい」 (グループホーム等)の整備も検討すべき。
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各専門委員会からの報告について

(がん研究、小児がん、緩和ケア)

平成 23年 6月 29日
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平成23年 6月 29日

がん対策推進協議会がん研究専門委員会

がん対策推進協議会がん研究専門委員会の報告

1.第 1回がん対策推進協議会がん研究専門委員会
日  時 :平成 23年 1月 14日 (金 )14:00～ 16:00
場  所 :厚生労働省専用第 17会議室
議  題 :

1)がん研究専門委員会運営規定について
2)がん研究の今後の検討課題について
・各委員から意見提出の上、今後の検討項目を協議。

・主な検討項目を以下とした。

(1)基礎研究～橋渡し研究のあり方

(2)創薬にかかる臨床研究のあり方

(3)医療機器開発研究のあり方

(4)疫学的、政策的研究のあり方

(5)その他、研究に関する諸事項について

2 第 2回がん対策推進協議会がん研究専門委員会
日  時 :平成23年 2月 14日 (月 )14:00～ 17:00
場  所 :経済産業省別館 10階第 1014号会議室
議  題 :

1)がん研究支援体制について

(1)厚生労働省におけるがん研究体制について

(2)文部科学省におけるがん研究体制について

(3)経済産業省におけるがん研究推進の公的支援状況について
(4)内 閣官房医療イノベーション推進室の創設等について

2)がん研究専門委員会における今後の検討課題について
3)日本の基礎的がん研究の現状と課題について
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3.第 3回がん対策推進協議会がん研究専門委員会
日  時 :平成 23年 3月 8日 (火 )14:00～ 17:00
場   所 :法曹会館 2階高砂の間
議  題 :

- 1)創 薬に向けたがん研究について
(1)日本の創薬研究の課題

(2)基礎研究のあり方について

(3)橋渡し研究のあり方について

2)基礎～橋渡し研究の論点整理

4.第 4回がん対策推進協議会がん研究専門委員会
日  時 :平成 23年 5月 31日 (火 )14:00～ 17:00
場   所 :厚生労働省 17階専用第 18・ 19・ 20会議室
議  題 :

1)疫学分野、政策分野の研究体制のあり方について
2)今後の進め方

5 第 5回がん対策推進協議会がん研究専門委員会
日  時 :平成23年 6月 14日 (火)14:00～ 17:00
場   所 :厚生労働省 9階省議室
議  題 :

1)公衆衛生・政策研究分野における論点整理
2)がん領域における臨床研究のあり方について

6 第 6回がん対策推進協議会がん研究専門委員会
日  時 :平成 23年 6月 21日 (火)14:00～ 17:00
場   所 :厚生労働省 12階専用第 14会議室
議  題 :

1)医療機器 (診断機器。治療機器等)開発のあり方について
2)その他

(今後の予定)

平成 23年 6月 30日  第 7回がん対策推進協議会がん研究専門委員会開催予定
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平成23年 6月 29日

がん対策推進協議会小児がん専門委員会

がん対策推進協議会小児がん専門委員会の報告

1 第 1回がん対策推進協議会小児がん専 F見委員会
日  時 :平成 23年 1月 11日 (水 )14:00～ 16:00

場  所 :厚生労働省専用第 17会議室

議  題 :小児がん専門委員会の検討内容について
。協議の結果、主な検討項 目を以下とした。

1)小児がんの診療体制(拠点化、集約化)
2)患者家族への支援体制
3)長期フォローアップ体制
4)難治がん対策
5)がん登録
の 5項 目について検討 し、小児がん対策について本協議会に提言する。

2 第 2回がん対策推進協議会小児がん専門委員会
日  時 :平成 23年12月 9日 (水)14:00´ V`17:10

場  所 :三 田共用会議所

議  題 :小児がん診療体制について
・各委員の提出資料及び参考人の意見等を参考に小児がん診療体制につい

て、とりまとめを行った。

参考人  :多田羅竜平氏 (大阪市立総合医療センター緩和医療科兼小児内科医長 )
増子孝徳氏 (弁護士法人のぞみ法律事務所代表社員 )

3 第 3回がん対策推進協議会小児がん専門委員会
日  時 :平成 23年 6月 8日 (水 )17:00～ 19:00

場  所 :厚生労働省専用第 12会議室

議  題 :小児がん診療体制の在 り方等及び小児がんの患者支援、長期フォローアッ
プ等の参考人意見聴取等について

。小児がん診療体制の在 り方等について、具体的な体制等について議論を行

うとともに、次回の議題である小児がんの患者支援、長期フォローアップ等

について参考人から意見聴取。

参考人  :石田也寸志氏 (聖路加国際病院小児科医長 )
梶山祥子氏 (神奈り|1県立こども医療センターボランティア・コーディネーター)
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4 第 4回がん対策推進協議会小児がん専門委員会 (予定 )
日  時 :平成 23年 Q月 29日 (水 )14:00～ 16:30
場  所 :東海大学校友会館 富士の間
議  題 :小児がんの患者支援、長期フォローアップ等ついて
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小児がん診療体制の今後の在り方等について(改訂案)

地域

情報提供・支援  :
モニター・評価・指ミ曜

情報提供

全症例の診療情報、
着療成績の集約

‥
０
１

都道府県

評価・指導、

第二者機関
(がん対策
推進協議会)

評価/指撃・・



平成23年6月 29日

がん対策推進協議会緩和ケア専門委員会

がん対策推進協議会緩和ケア専門委員会の報告

1.  第 1回がん対策推進協議会緩和ケア専門委員会
日  時 :平成 23年 1月 11日 (水)lo:oo～ 12:00
場  所 :厚生労働省専用第17会議室
議  題 :緩和ケア専門委員会の検討内容について

。協議の結果、主な検討項目を以下とした。

1)緩和ケアに関する研修について
2)在宅も含めた緩和ケアの在 り方、地域連携について
3)緩和ケアの質の評価 (ア ウトカム評価等)について

2.  第 2回がん対策推進協議会緩和ケア専門委員会
日  時 :平成 23年 2月 25日 (水)14:00～ 17:00
場  所 :厚生労働省専用第17会議室
議  題 :緩和ケアに関する研修について
参 考 人 :木澤義之 (筑波大学大学院 人間総合科学研究科)

3.  第 3回がん対策推進協議会緩和ケア専門委員会
日  時 :平成 23年 6月 7日 (火)14:00～ 17:00※ 3月 18日 は開催延期
場  所 :厚生労働省 12階専用第 12会議室
議  題 :がん患者家族が望む療養場所と地域連携のあり方について
参 考 人 :森田達也 (聖隷三方原病院緩和支持治療科 )
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資 料 6

平成 23年 3月 28日
が ん対策推進協議会

がん診療連携拠点病院等の今後の役害」等について

(は じめに)

がん診療連携拠点病院については、全国どこでも質の高いがん医
療を提供することができるよう、平成 13年度から「がん診療拠点
病院」事業として指定が行われてきた。その後、平成 18年から、
地 1或の医療機関との連携の強化のため、「がん診療連携拠点病院」事
業と改正され、さらに平成20年には、がん対策推進基本計画を踏
まえ、集学的治療の推進等の観点から指定要件の見直しが行われ、
現在、 377施 設が指定されているところである (平成23年 4月
に、新たに 11病院を指定予定)。

今後、地1或のがん医療の竜上及び均てん化と、がん患者が、進行・

再発といった様々ながんの病態に応じて、安心・納得できるがん医
療が受けられるようにするため、当協議会で検討を行い、今後のが
ん診療連携拠点病院の在り方等について、以下のとおりの結果を取
りまとめた。

なお、がん診療連携拠点病院の基本的機能・要件である緩禾ロケア
の推進、がん研究の推進、小児がん対策の推進、がん登録の実施、
相談 。支援の実施、等については、別途集中審議や専門委員会等に
おいて検討するため、その結果も盛り込んで整合性を図ることとす
る。

(がん診療連携拠点病院の役害」等と今後の方向1生につしヽて)

・ 都道府県がん診療連携拠点病院については、都道府県に概ね 1
施設を指定し、県全体の各種研1多等を開催するとともに、都道
府県がん診療連携協議会を設置し、都道府県内のがん診療連携
拠点病院との連絡調整等を行い、都道府県内のがん対策の向上
に努めてきた。
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今後、この機能をさらに充実 。強イヒさせ、すべての憲者に質の

高い医療を提供する均てん化を目指してい<必要があり、特に、
がん診療連携拠点病院以外のがん診療を担う病院や診療所な
ど地1或の医療機関との連携の強化等を図ることが重要である。
その際、提供されている医療の質、均てん化の進展度含い、
いわゆる病病連携、病診連携等の医療機関同土の連携、病院 。

訪問琶護ステーション・調斉」薬局・福祉施設等の地1或の多職種
の医療・介護関係者による連携等を強化する必要があり、都道
府県がん診療連携協議会の機能強化のために都道府県医師会

等関係組織が参画するなど、地1或の医師会等と連携をとるとと
もに、がん患者及びその家族等が参画するなど、地域全体の取
組を高めることとする。

地1或がん診療連携拠点病院については、これまで概ね 2次医
療圏に 1か所の医療機関を指定することを原貝」とし、同医療
圏内のがん医療の向上、がん患者及びその家族等からの相談ヘ

の対応及びがん登録等を実施してきた。
しかしながら、都道府県や 2次医療圏ごとに、地理的要因、
交通、人□、がん患者数、医療機関数等に差があり、全国統―
的な指定要件を適応することが困難との意見がある。
さらに、がん医療については、例えば重粒子線治療や小児がん
医療等の、非常に高度専門的であるために集約化が求められる
医療と、チームによる緩禾ロケアや標準的治療等の均てん化をす
すめる医療に整理して考える必要がある。ただし、これらにつ
いては、それぞれの医療機関が “点"で提供するのではな<、
地域連携という考えのもと医療機関同士が連携して “面"で提
供することが望まれている。
このようなことを踏まえ、今後、地理的特性、人□、患者の受
療行動、医療機関間連携の状況等を、都道府県が勘案してがん

診療連携拠点病院の配置に関する検討を行い、その結果を踏ま
え、国において、がん診療連携拠点病院制度の充実等を図ると
ともに、指定について弾力化する。

ただし、指定数等において都道府県格差や地1或格差が極力生じ
ないよう、また、地1或によってがん医療水準が大き<異なるこ
とがないように、がん診療連携拠点病院の弾力的配置に関する
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考え方を、厚生労働省において明示する必要がある。その際、
現在、既に都道府県が独自に行っている認定病院制度との整理
を行う。

更に、地1或との連携の強化という観点から、地域連携クリティ
カルバスの運用、再発・進行がん等の患者の紹介・受け入れ、
サバイバー (がん経験者、長期生存者等)へのケア、地上或にお
ける研修、医師等からの相談への対応等、地上或連携の取組、医
療の機能と質に関する情報の収集と提出等を評価する。

現在、349医 療圏中、がん診療連携拠点病院が整備されてい
る医療圏は231医 療圏にとどまり、そのことにより、いわゆ
る空白の医療圏の地 1或住民の安′L憾等が阻害されているとの
指摘がある。            '
そのため、当該地上或に指定要件を満たす病院の整備ができなしヽ
場合のみを対象とし、がん診療連携拠点病院に準ずる診療機能
を有し、地上或内のがん患者及びその家族等の相談に応じるとと
もに、医療機関との地1或連携の拠点となる医療機関を、「がん
相談連携拠点病院 (仮称)」 等として、例外的に指定できるこ
ととする。

(がん患者の視点に立った機能の強化)

。 がん診療連携拠点病院をはじめとした医療機関においては、関
係医療機関等との連携により、身体・精神 。生活も含めた包括
的なケアを行うよう努力することが求められる。
。 がん患者から、がん診療連携拠点病院を訪間しても「拠点病院
なのかどうかわからない」、財目談支援センターがあるはずなの

にわかりに<い」などの指摘があり、がん診療連携拠点病院の
体制は一定程度整備されたものの、それが患者をはじめとした
―般国民にとって非常に分かりに<い (見えにくい)との指摘
がある。また、相談支援センターの対象は、院内のがん患者の
みならず、地1或住民であるべきであるが、院外への広報が十分
行われていないとの指l商もある。
。 このようなことから、今後、がん患者及びその家族等にとって
わかりやすいように、がん診療連携拠点病院の機能や相談支援
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センターの場所が分かる掲示や、相談できる内容を院内やホー

ムページ等にわかりやす <表示すること、がん患者及びその家
族等が心ヽの悩みや体験等を語り合うための場を設けることを

指定の要件とするとともに、第三者評価の導入を検討する。ま

た、都道府県においては、地1或の医療機関や医師会等と連携す

るなどして、がん診療連携拠点病院やその相談支援センターに

ついて、患者をはじめとした一般住民に広報を行う。

さらに、一定規模以上の患者を診療すること、主要ながん等につい

ての症 15」数や治療成績の公開、再発がん等について積極的に対応す

ること、また、そうした取組を評価すること等で、がん診療連携拠

点病院の機能の向上を図る。

(その他の事項)

下記の事項については、他の審議会やがん対策推進協議会の各種

専門委員会における議論等を踏まえ、今後検討するとともに、がん

対策推進協議会において報告と情報共有を行い、必要な事項につい

ては審議を行う。
・ 5大がんすべてに対する標準的治療を提供できな<とも、―部
のがん等に対して提供している医療機関の取扱
。 小児がんに対応するための医療機関の在り方
・ 重粒子線等の高度専門的医療とがん診療連携拠点病院制度と

の関係
。 ドラッグラグの解消等に資するための臨床研究の推進を含む

ライフイノベーシ∃ンの推進とがん診療連携拠点病院制度と

の関係
。 相談支援センターの体制
。 がん診療連携拠点病院の評価方法のあり方 (アウトカム(成果 )
ベースでモニター (把握・評価)できるよう、がん診療連携拠
点病院の監査、患者満足度調査等の導入や具体的方法について

検討 )
。 医療安全対策
・ 必要な予算措置
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資 料 7

】端
３

推
２
蝶
成
鯨
平
が

がん患者に対する支援や情報提供の今後のあり方等について (案 )

(はじめに)

がん対策基本法にあるとおり、がん患者の置かれている状況に応
じ、本人の意向を十分尊重してがんの治療方法等が選択されるよう、
がん医療に関する情報の収集及び提供を行う体制を整備するために
嚇要な施策を講ずるとともに、がん患者及びその家族に対する相談
支援等を推進するために必要な施策を講ずることが重要である。
これまで、厚生労働省においては、がん診療連携拠点病院に対し、
研修を修了した相談員を配置した相談支援センターの設置を義務づ
け、全国のがん患者への相談支援・情報提供の体制整備を行つてき
た。また、国立がん研究センターにおいては、全国の相談支援セン
ターの相談員の養成や、がんに関する情報を掲載したバンフレット
の作成及び拠点病院における診療実績の公開等を行ってきた。さら
に、平成22年 9月には、「国立がん研究センター患者必携サポート
センター」を開設し、全国のがん患者やその家族からの電話相談に
応じている。さらに、がん患者及び患者団体等は、行政機関や医療
従事者と協力しつつ、がん患者相談等に対して主体的な取組が行わ
れてきた。

がん患者に対する支援や情報提供の更なる推進に資するため、当
協議会で集中審議を行い、今後のあり方等について、以下のとおり
の結果を取りまとめた。この取りまとめを土台として、がん対策推
進基本計画の変更について検討を行う。

(患者・家族への支援体制について)

。 がん患者及びその家族への相談支援については、これまで、が
ん診療連携拠点病院に設置された相談支援センターにおいて
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行われてきたところ。これに加え、平成23年度予算において
は、都道府県に地域統括相談支援センターを設置し、患者及び

その家族等のがんに関する相談について、心理、医療や生活・

介護等様々な分野に関する相談をワンストップで提供する体

制を支援。

がん診療連携拠点病院に設置された相談支援センターは、がん

患者・家族にとって非常に重要な機能を有する。今後、相談支

援センターの更なる質の向上を目指し、地1或や各病院の実情に

応じた、各相談支援センターの自律的・主体的な取組を促す体
制整備が必要である。

また、相談支援センターにおいて、習熟した相談員の定着を含
め、より質の高い相談支援が行われるためのインセンティブを

付する方自で検討する。

さらに、今後、がん患者及びその家族等にとってわかりやすい

ように、がん診療連携拠点病院の機能や相談支援センターの場
所がわかる掲示や、相談できる内容を院内やホームページ等に
わかりやす<表示することを、拠点病院の指定の要件とする。

また、ピアサポートを更に推進するため、がん患者及びその家
族等が心の悩みや体験等を語り含うための場を設けることを、
拠点病院の指定の要件とする。

国立がん研究センター等においては、各拠点病院等における相
談支援センターのタイプ局」モデルの提示等、全国の相談支援セ
ンターに対する模範モデルを提示することが期待される。

これまでの相談支援センターは、基本的に拠点病院に設置され
るものについて補助を行ってきたが、平成23年度新規に予算
が計上された地上或統括相談支援センターについては、病院外に
も設置される相談支援センターとして意義があり、着実に進め
る必要がある。

さらに、相談支援センターや地域統括相談支援センターのみな
らず、医療現場においても、医療の提供のみならず、可能な限
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り、患者の立場に立って、有用な情報の提供及び相談支援を行
うことが望まれる。

相談支援以タトの支援内容については、1)経済支援、2)就労
支援、3)子育て 。介護支援が挙げられる。
1)経済支援につしヽては、長期にわたって継続して治療を受け
るがん患者について、高額療養動 」度における負担上限額を所
得に応じて軽減するとともに、社会福祉協議会における療養貸
付期間の延長がなされるよう、がん対策推進協議会として努力
する。

2)就労支援については、がん患者が治療に伴い、退職や転職
を余儀な<され、生活や就労環境に支障をきたす場合が多い。
がん患者及び経験者の就労・復職支援に資するよう、短時間勤
務制度の拡大や休職規定の充実等について、検討を行う。
3)子育て・介護支援については、がん患者の家庭内に子ども
や要介護高齢者等がいる場合、患者自身が治療や療養に専念で
きないことや、家族が、患者の世話と育児や高齢者の介護等の
両方を行わなければいけないため疲弊すること等が起こる。治
療療養中の育児・介護を支援するため、保育所、介護施設への
乳幼児、高齢者の入所や一時預かりの柔軟な対応や、ボランテ
ィア等で運営する子ども一時預かり施設の設置等について、検
討を行う。

このほか、「がん患者を含めた国民が、がんを矢□り、がんと自
き合い、がんに負けることのない社会」を推進するため、キャ
ンサー・サバイバーズデーの普及等患者団体の取組支援等を検
討する。

(情報提供体制について)

。 国立がん研究センターにおいて、がん患者にとって必要な情報
を取りまとめた「患者必携」の作成及びがん診療連携拠点病院
における診療実績の公開等を行っており、さらに、平成22年
9月には、「国立がん研究センター患者必携サポートセンター」
を開設し、全国のがん患者やその家族からの電話相談に応じて
いるところ。
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・ 科学的根拠が明らかでない治療に関する情報がインターネッ
ト等で氾濫している状況において、女□何に患者・家族に正しい
情報を提供するか、具体的な方法を検討する。
・ 未承認薬・臨床試験等に関する情報は、現在、国立がん研究セ
ンターにおいて取りまとめられ、主に医療者向けに発信されて
いるが、今後さらに網羅的な情報を、患者向けに発信すること
が期待される。
・ がん治療等の情報について、特に患者のニーズの高い施設別治
療成績等の情報の提供体制を、よリー層充実することが求めら
れる。
。 このほか、学校におけるがん教育の推進も重要である。

なお、がん患者に対する支援や情報提供に係る施策の評価や財政
支援についても、喫緊の課題である。

さらに、国民が、がんをより身近なものとしてとらえるとともに、
がん患者となつた場合でも適切に対処することができるよう、国民
‐
~体へのがんに関する情報提供が必要であり、がんの予防を含めた
がん教育を進めることについて検討する。
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前がん対策推進協議会委員からの

追加意見

〇ビジョン

がん患者・家族の悩みをできるだけ発生させない、発生した悩みをできるだけ解決す

る、よりよい医療・ケアが納得して受けられるようにする一―といったゴールを目指す

ビジョンがよく感じられません。本当に、問題を解決しようとしているのでしょうか。

それとも、これまでの延長線上で何かをやつていればいいというスタンスなのでしょう

か。もっと、「問題を発生させない」「発生しな問題を実際に解決する」ということを強

く意識させた方がいいと思います。

○医療サービス本来の説明の質の水準

本来、その患者さんの治療・ケアにあたる医療従事者によるチーム医療の中において、

十分な情報提供や相談支援が行われるべきと思います。その点において、目指していく

水準を示しておくべきだと思います。そこを抜きにして、現状ではある意味ではチーム

の外にあるような相談支援センターを多少強化しても限界があります。ピアサポー トは

欠かせない重要な狽1面ですが、ピアサポー トは医療従事者の不備をカバーするのが本旨

ではなく、本来的にピアサポー トならではの機能を主とすべきと思います。

現在の案でも、医療現場においても情報提供が必要と言及されていますが、これだけ

では、医療提供者による十分な説明や、医療機関ネットワークによる十分なカバー体制

が担保されそうにありません。医療従事者の育成や、医療機関の整備の章で、このあた

りは十分に記述されたり、相談支援・情報提供の章との連結がなされるのでしょうか。

○複数の相談機能の協働の仕組み

国立がん研究センター、包括相談支援センター、相談支援センター、ピアサポー ト、

患者支援団体・患者団体などによる相談支援など、多様な支援提供の仕組みが育つてき

ております。利用者にとっては、必ずそれを知ってアクセスできること、ヮンス トップ

で解決できること、もしくは適切なところに トリアージュされること一―などが「実現

されること」が大切と思います。その辺りについても、もっと方向を示してあれば、な

おいいと思います。

○グリーフケア                          イ

グリーフケアについては、徐々にその重要性を耳にすることが増えてきました。また、

個人的にそのテーマの必要性を強く訴えておられる方もいらっしゃいます。がん協議会

の場でも、指摘はあ、ったと思います。きっちり議論して盛り込んだ方がよかったと思い

ます。案には、ことばがひとつも入つていませんか。

○作成プロセスなど

やはりこの案の作成プロセスはまだ不明瞭なところが残ると感じました。この領域に

ついて、それなりのデータやエビデンスやオピニオンやロジックがあるはずなのですが、

それが案の文章からはあんまり見えてきません。構成も論理もあいまいにしてあるとこ

ろがあって、その意味するところをみんなが同じように理解できるのか不透明なところ

もあり、今後実施に向けて共通認識が得られるのか不安です。
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平成 22年度 がん対策評価・分析事業 報告書の概要
(あなたの思いを聞かせてください !がん対策に関するアンケー ト調査 )

1. 目的

「がん患者 と家族によるがん対策の評価」を行 うため「がん対策推進基本計画 中間報
告書 (以下、中間報告書)」 の施策について、分野別施策の取り組みを対象に、がん医療
の受け手であるがん患者や家族からの声を集め、収集 した情報を分析することにより、
がん患者・家族にとって真に必要 とされる施策を確認することを目的としている。

2.調査の概要

(1)調査対象
がん診療連携拠点病院 (377施設、平成 22年 11月 現在)に外来通院中または入
院中のがん患者またはご家族の方

(2)調査方法
,郵 送による調査票の回収または、アンケー ト用紙を受け取つた人に限り専用ウェ
ブページからの回答

(3)分析手法
重要度を問 う定量的な 「集計分析」における手法及び「内容分析」における手法
を参考にしながら、自由記述から得 られた生の声 (コ メント)を一定のルールに従い
分類 し、施策に対するニーズ (施策上の課題)の抽出を行い、その結果として、中間
報告書に記載のある施策に対する取 り組みに加えて、中間報告書には記載されていな
い新たな患者 。家族のニーズを分析。

(4)調査期間
2010(平成 22)年 12月 6日 ～12月 31日

(5)有効回答数
2,273件

(6)回答者属性
・ 回答者は 60歳代が最も多く828人 (36.4%)  ‐
・ 回答者の性別は男性 (47.7%)と 女性 (51.4%)と ほぼ同じ割合
・ 患者家族の回答者は 362人 (15.9%)
・ がんと診断されてからの経過年数は、「1年未満」が最も多く841人 (37.0%)
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現在の治療の状況に関しては、「治療を継続中」が最も多く 1,719人 (75.6%)

現在の医療機関のかかり方については、「外来通院中」が最も多く 1,427人 (62.8%)
再発や転移の経験については 「ある」とい う回答が約半数の 1,056人 (46.5%)
今までに受けた治療 (複数回答有)については、「化学療法」が 1,829人 (80.5%)、
「手術」が 1,626人 (71.5%)、 「放射線療法」が 735人 (32.3%)

3.結果の概要

本調査は、がん対策推進基本計画の分野別施策である「放射線療法及び化学療法の推

進並びに医療従事者の育成」「緩和ケア」「在宅医療」「がん医療に関する相談支援及び

情報提供」「がん登録」「がんの早期発見」の 6分野を対象とし、収集 した情報の分析や
考察を行 う「がん対策評価・分析委員会」を設置 し、以下にその分析結果及び結果を受

けた考察をまとめている。

(1)分野 1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成

中間報告書に記載のある取り組みについては、現在行われている放射線療法や化学療

法の実施体制の整備をさらに進めるにあたり、地域格差等の医療へのアクセスに関する

問題を解消するための実効性を伴 う策を検討するなどの工夫が期]待 されていることが

示された。チーム医療体制の充実、抗がん剤等の医療品が早期に使用できるようにする

ための新薬の開発・審査体制の見直 しが期待されていることも示された。

調査で明らかになった中間報告書に記載のない取 り組みに関しては、治療における経

済的負担や精神的・身体的な痛みの軽減策へのニーズが明らかになっており、治療を通

して、患者・家族の抱えるさまざまな負担の軽減に関わるさらに具体的な取 り組みが求

められている。また、治療のリスクや限界、治療成績などの情報提供を充実強化すると
い うニーズも明らかになっている。

(がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられた主な点 )
・放射線療法及び化学療法を行 う部門の整備や医療従事者の育成を進める際は、数を

増やすことにとどまらず、質の担保の観点からの取り組みが求められている。
・部門の整備や医療従事者の育成に関する取 り組みを検討する際、現況と需要 とのギ

ャップがいまだ不明な部分もあるので、それ らを把握しつつ進める必要がある。

(2)分野 2 緩和ケア
中間報告書に記載のある取り組みについては、緩和ケアに関わる医師や医療従事者の

育成、緩和チームや地域ネットワークによる緩和ケアの提供へのニーズが示されており、
その体制が整うことが患者・家族のニーズにあった緩和ケアの提供につながると考えら
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れる。また、医療用麻薬については、適正に使用するための取 り組みを推進する施策ヘ
のエーズが示 された。

調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、治療の初期段階
から身体的・精神的な痛みを緩和するとい う緩和ケアの考え方の浸透に加え、家族を含
む心のケアの更なる充実や初期からの緩和ケアの実施など、緩和ケアの具体的な提供内
容を向上させるための策などへのニーズが明らかになった。

(がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられた主な点)
。緩和ケアについての正しい理解が患者 。家族にも医療者にも浸透するような施策が
求められる。

・がんの治療 と並行 して治療初期からの緩和ケアが実施でき.る ような体制など、患者
や家族のニーズにあった、早期から緩和ケアを提供できるための仕組みを整備する
策が求められている。

(3)分野 3 在宅医療
中間報告書に記載のある取 り組みについては、希望する際に安心して在宅医療を選択
できるよう、在宅医療の提供体制や連携の強化に関する取り組みに加えて、急に具合が
悪 くなった時の対応策や在宅医療を提供する医療機関の不足の解消策へのニーズが示
された。また、在宅医療の質を評価するための仕組みを検討することへの期待に加えて、
どの程度まで在宅医療が進んでいるかとい う評価の結果を開示することも求められて
いると考えられる。

調査で明らかになった中間報告書に記載のない取 り組みに関しては、経済的負担の軽
減策に関するニーズがある。中でも、在宅医療では、医療保険のみならず介護保険での
対応の必要性が示 された。また、家族の負担の軽減につながるような取 り組みについて
のニーズもあると考えられる。

(がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられた主な点)
。在宅医療を望むときに安心して選択できるように提供体制や連携の強化とともに障
壁となる要因の解明とその解決策が求められる。
・在宅医療における家族の負担を軽減する策を検討する必要がある。

(4)分野 4 がん医療に関する相談支援及び情報提供
中間報告書に記載のある取り組みについては、拠点病院に設置されている相談支援セ
ンターの充実につながる取り組みと共に、がん医療全体を通しての連携や相談支援セン
ターの利用につながる取り組みが期待されている。また、がんに関する情報については、
さまざまながんに関する情報の充実とともに、信頼性のある情報が提供されるよう、情
報の質を担保する取り組みが求められている。
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調査で明らかになった中間報告書に記載のない取 り組みに関しては、地域による情報
の格差の解消などを含め、提供する相談支援及び情報提供の質を向上させ均てん化する
とい うニーズ、拠点病院に設置されている相談支援センターや国立がん研究センターの
「がん情報サービス」の認知を向上させる取り組みに関するニーズが明らかになった。

(がん対策評1卜 分析委員会による総合考察にあげられた主な点 )
。相談支援 と情報提供の取り組みは、患者や家族、国民ががんに向き合う際に欠かせ
ない支えであり、がん医療も含めすべての施策分野に共通 して必要 とされるテーマ

であるため、広義の 「相談支援及び情報提供」としてもとらえ、横断的・連続的な
視点で実施する必要がある。

・がん診療や療養全般を通 して連続性のある相談支援・情報提供が求められている。
患者や家族が必要な時に困難なく相談支援を受けられたり、信頼できる情報を活用
できるように、相談支援センターにおける支援や情報提供につなげていく仕組みが
求められる。

(5)分野 5 がん登録
中間報告書に記載のある取 り組みについては、認知度向上にむけたさらなる検討が求
められており、がん登録データの公開や活用によってがん登録への理解・協力や支援を
広め、がん登録実施機関を増や したり、がん登録についての研修を実施 し人材を育成す
ることによつてがん登録の整備 と質の向上につながることが期待される。

調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、患者や家族がが
ん登録のデータを活用する手法の検討や医療者側が活用する手法の検討についてのニ
ーズが明らかになってお り、がん登録の認知度を上げるのみならずがん登録を行つてい

ることによる利点を示すことが求められていると言える。また、収集 される個人情報の

適切な取 り扱い等の取 り組みへのニーズなども明らかになった。

(がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられた主な点)
。がん登録の意義、目的、データの活用手法についての理解が十分でないために認知
度が低いと考えられ、実施体制の整備とともに、がん登録を行 うことによる利点を
明確に示す必要がある。

・個人情報の適切な管理はきわめて重要であり、個人情報の保護に向けた体制がどの
ように構築 されているかについての理解の推進につながる取り組みが求められる。

(6)分野 6 がんの早期発見
中間報告書に記載のある取 り組みについては、ひきつづきがん検診の普及啓発を行 う
ことに加えて、実際に検診の受診につながるための受診勧奨施策を検討 し、実施するこ
とが重要であると示された。また、がん検診の精度管理を進めることによる地域や施設
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間で検診の質の格差を生まない取り組みや、適切な情報提供を実施することによる検診
についての正 しい理解や知識の普及に向けての取 り組みが求められている。
調査で明 らかになった中間報告書に記載のない取 り組みに関しては、より受診 しやす
い検診の実施体制に関するニーズやがん検診についての情報提供を強化することへの
ニーズが明 らかになった。がん検診の普及啓発と並行 して、実施体制をさらに充実させ
ることが求められていると言える。また、経済的負担の軽減に関する取 り組みへのニー
ズも明らか となった。

(がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられた主な点)
・がん検診の体制整備に加え、検診の意義・必要性の分かりやすさや受診へつなげる
動機付け支援、経済的理由による阻害要因の軽減など、利用者視点の改善がよリー
層重要である。
。「受診率向上」という枠組みのみではなく、死亡率の低減、QOL(生活の質)の向
上などの視点で対策を検討することも重要である。調査で明らかになったニーズは
早期発見による生存率の向上とい う成果につなげていく上で重要であると考えられ
る。

4。 その他

研究目的等により個別アンケー ト調査のコメン ト閲覧をご希望される場合は、下記宛て
にお申し出ください。

(照会先 )

○厚生労働省健康局総務課がん対策推進室

TEL03-5253-1111(内 線 4604)

○特定非営利活動法人 日本医療政策機構 市民医療協議会
TEL03-5614-7796
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